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防災・消防基盤の整備
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改善点

改善点改善点

改善点

サギ谷（蕨生地係）、城後谷川（佐開地係）の通常

砂防事業の進捗が図られた。

里山砂防事業実施個所数

防災拠点の整備充実

空き家対策 Ａ

Ｃ

住宅の耐震化率

被災者用トイレ環境の整備

消防水利が足りているエリアの割合

被災者が衛生的に安心して使用できる非常用トイレ

の確保数

適正な管理の助言や指導により３戸が改善され

た。

被災者の安心感の向上

周囲に影響のある管理不全な

空家等の戸数

耐震改修が2件あったものの、耐震化率の向上に

は至らず、目標到達の進捗度は低い。

平成２８年度に一部の備蓄と一部の拠点避難所

のバリアフリー化を行ったものの予算配当が受け

られず３０年度は実績なし。

消防水利の充足率

人が居住している住宅数に対する耐震性を有する住

宅数の割合

防火水槽３基と上水道消火栓７基が増設された

が、努力目標の60％には届かない状況の中、市

街地および水利に乏しい地区の水利確保が着実

に図られている。

被災者の生活に必要な物品、救助用資機材の点検

空家等所有者への適切な管理の指導

基　　本　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

基本施策最終評価

施策１

成　　果

・治山・治水による安全の確保では、治山工事等により災害の軽減を図った。

・消防施設・設備の充実では、防火水槽、消防自動車等を整備し、災害や緊急時に備えた飲料水の確保では、計画的な管路整備・耐震

化を進めるとともに、給水車の配備・給水資機材を整備することができた。

・空き家対策では、空家等対策の推進に関する特別措置法の施行を受け、空家等対策計画、空家等対策の推進に関する条例に基づ

き、空家等対策協議会、特定空家等専門部会を設置し、特定空家等の対処に当たることができた。

・建物の耐震化では、地震に対する関心を高めるため、防災意識の向上に向けた啓発活動を行った結果、2件の耐震改修があった。

現　　状

・本市では、計画的に治山・砂防施設の整備や河川改修を進めている。

・災害時や緊急時の拠点避難所などへの上水道管路整備や管路の耐震化など、計画的に施設整備・改良を行っている。

・住宅などの民間の建物の耐震化率は低い。

・近年、少子化・高齢化の進展や人口移動の様態が変化している社会情勢の中で、管理の行き届いていない空き家が増加傾向にある。

施策５
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平成30年度の成果の検証

里山砂防事業の実施個所
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施策番号

・建物の耐震化については、東日本大震災後、南海トラフ巨大地震等に対する防災意識の高まりを受け、公共施設等の耐震化が進められているが、市民におい

ては建物の耐震化に対する関心が低く、改修等が伸び悩んでいる。

・災害や緊急時に備えた飲料水の確保が求められている。

・空き家対策では、近年の少子化・高齢化による人口減少に加え、核家族化や既存建物の老朽化などにより、居住その他の使用がされていない空家等が増加し

ている。特に特定空家等と定義される周囲に危険を及ぼす恐れのある空家等が問題となっている。

課　　題
引き続き、防災・消防基盤の整備、消防車両などの更新整備、上水道の管路整備・耐震化や給水資機材の整備・備蓄などを進める必要

があるが、市の財政状況が年々厳しくなり、予算配分の状況によっては、優先順位の設定などにより、整備計画年次の見直しも必要。

防災倉庫の物資の補充と廃棄、資機材の定期点

検を随時実施できた。

・建物の耐震化では、地震に対する関心を高め防災意識の向上に向け、自主防災組織の訓練やわく湧くお届け講座などの機会を捉え、啓発を継続する。

・災害や緊急時に備えた飲料水の確保では、国の予算配分の増加につながる要望活動を強化する。

・空き家対策では、空家等対策計画に基づき特定空家等の対処を図るため、補助制度の活用や関係機関との連携を密にし、除却を促進する。

現　　状

・本市において、これまで治山・砂防施設の整備や河川改修を進めてきたが、未整備の箇所もある。

・住宅などの民間の建物の耐震化率は低く、地震による多大な被害の発生が想定されている。

・近年、少子化・高齢化の進行や人口移動の様態が変化している社会情勢の中で、管理の行き届いていない空き家が増加傾向にあり、

防災や衛生、景観などの面で周辺に及ぼす影響が大きな問題となっている。

課　　題

・自然災害やテロ、火災などから市民の生命と財産を守るために、地域防災力の強化や防災・消防基盤の整備が必要である。

・大規模災害時に的確に消防活動を展開するために、消防車両などの計画的な更新整備や通信体制の充実強化、上水道の管路整備・

耐震化や給水資機材の整備・備蓄などを進める必要がある。

・空き家の所有者に適切な管理を促す必要がある。

Ｂ

施策２

施策３

施策６

施策４

施策最終評価

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

施　　策　　名

治山・治水による安全の確保

建物の耐震化

消防施設・設備の充実

災害や緊急時に備えた飲料水の確保


